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1. なぜ「地域」が脱炭素政策を実施するのか

1. 地域は、2℃目標（今世紀後半に世界のCO2排出量をゼロ
またはマイナス）、さらには1.5℃目標（2050年ごろにゼロ）
に向けた取り組みを行う「現場」として期待が高まっている。

2. 人口減少化が確実な中で地域経済も縮小傾向にある中、
エネルギーの支出は約15％を占める。再エネ・省エネ政策

により、対外的なエネルギーの支出を削減し、地域内の雇
用を産み出す「現場」である。

3. 脱炭素政策は、地域のエネルギー自給率向上・雇用創出
だけでなく、高断熱住宅普及による健康増進・保険料削減
や公共インフラの運営管理体制強化、住民主体の街づくり
など、地域主体の持続可能な発展を支える柱になりうる。
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喫緊の課題「気候変動リスク対応」からみえるマテリアリティ
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To limit climate change to 1.5ºC of warming, the world needs to reach zero net 
emissions by 2050. This will be challenging, but not impossible. Credit: IPCC 

 地球温暖化を1.5℃に抑える場合、CO2正味排出量を2030
年までに2010年比で45％削減、2050年前後までに正味ゼ
ロにすることが必要。

 そのためには、エネルギー、土地、都市、インフラ（交
通と建物を含む）、及び産業システムにおける急速かつ
広範囲に及ぶ移行が必要。

竹ケ原 啓介、公開セミナー「地域を豊かにする脱炭素社会に向けた取組」（2018.11.29）
https://www.iges.or.jp/files/research/cty/pdf/20181129/2-1_2.pdf
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人口減少と地域経済の関係

生産と需要の縮小スパイラルを避けなければならない
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85％

人口減少に比例して
地域経済の縮小が懸念

田中信一郎、公開セミナー「地域を豊かにする脱炭素社会に向けた取組」（2018.11.29）
https://www.iges.or.jp/files/research/cty/pdf/20181129/2-1_1.pdf
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エネルギーと地域経済の関係
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自然エネルギー財団「地域エネルギー政策に関する提言」

田中信一郎、公開セミナー「地域を豊かにする脱炭素社会に向けた取組」（2018.11.29）
https://www.iges.or.jp/files/research/cty/pdf/20181129/2-1_1.pdf



2．地域が抱える課題の一例

1. 自治体による従来型の取り組みだと、「我慢」や「負担」と捉
えられがちなだけでなく、パリ協定が目指すような削減目標
値を積み上げることは困難。

2. 地域新電力に挑戦する自治体も多く登場しているが、中に
は外部のコンサル頼みで内部にノウハウが残らず、地域の
活性化につながらないケースも。

3. 省エネや再エネ、さらには産業育成、住宅・福祉政策、まち
づくりにつながる脱炭素政策は、従来の温暖化政策の枠組
みを超えるため、既存の組織体制では十分に対応できない。
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3．地域における脱炭素政策の実例

日本はCOP3を契機に世界の中でも自治体による温暖化政策を
率先的に行ってきていた。

1. たとえば京都市はいち早く条例を策定し大幅な温室効果ガ
ス排出量削減を目指し、歩く街京都の実践、さらには実質
ゼロに向けた取組を進めている。

2. 横浜市はゼロカーボンを旗印に、モデルプロジェクトや広域
連携で脱炭素を目指している。

3. 長野県では戦略ビジョンに基づきながら経済成長とCO2削
減のデカップリングを実現するための省エネ政策・再エネ政
策を県の条例や予算、担当部局間の協力をはじめ地域の
ビジネス・関係者との連携で実施している。
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9
・ Zero Carbon Yokohama
（横浜市地球温暖化対策実行計画）
・ 京都市 「プロジェクト“０（ゼロ）”への道」
・ 長野県環境エネルギー戦略
・ 環境首都・SAPP‿ROビジョン
（第２次札幌市環境基本計画）
+ 都心エネルギーマスタープラン
・ 第6期下川町総合計画

計画

・ 札幌版次世代住宅基準・
札幌市住宅エコリフォーム補助制度

・ 東京 グリーンビルディング施策
都市型キャップ＆トレード制度
カーボンレポート制度

・ 長野県 建築物環境エネルギー性能・
自然エネルギー土入検討制度

・ 浦和美園スマートホームコミュニティ整備事業
・ 富山市 セーフ＆環境スマートモデル街区
・ 横浜スマートシティープロジェクト
・ 東松島市「スマート防災エコタウン」
・ 下川町 脱炭素コミュニティ（バイオビレッジ）

建物・街区

・ マチごとエコタウン 所沢新電力事業構想
・ 小田原市 地域新電力と連携した
エネルギーマネージメント事業

・ 東京ソーラー屋根台帳／東京地中熱
ポテンシャルマップ

・ 徳島地域エネルギー支援による
地域アライアンス

・ 長野県 収益納付型補助金制度
・ 米子市 ローカルエナジー

再エネ

・ 富山市 コンパクトなまちづくり
・ 歩くまち・京都
・ さいたま市 E-KIZUNA Project

交通

自治体脱炭素
政策の実例



下間 健之、公開セミナー「地域を豊かにする脱炭素社会に向けた取組」（2018.11.29）
https://www.iges.or.jp/files/research/cty/pdf/20181129/2-1_4.pdf



下間 健之、公開セミナー「地域を豊かにする脱炭素社会に向けた取組」（2018.11.29）
https://www.iges.or.jp/files/research/cty/pdf/20181129/2-1_4.pdf



薬師寺えり子、公開セミナー「地域を豊かにする脱炭素社会に向けた取組」（2018.11.29）
https://www.iges.or.jp/files/research/cty/pdf/20181129/2-1_3.pdf



4．今後に向けて

地域を豊かにする脱炭素政策の実施が、地域が現在抱えている地
域経済・雇用、健康・福祉、住宅・公共交通等の問題解決（地域循環
共生圏の実現）にもつながる実践例を示すとともに、他の地域でも展
開できるモデルを構築していくことが必要。その際に重要な要素とし
て、以下の点が挙げられる。

• 地域課題の特定とソリューションの洗い出し
• 地域のキーパーソンの掘り起こし・巻き込み
• （国内外の）成功事例を持つ（外部）専門家の登用
• 自治体機能の有効活用（部局横断的な取り組みに）
• 国や国際的な活動との連携

地域を舞台に、実践者や専門家がかかわりながら持続可能な街づく
りを行う取り組みを後押しするとともに、それらの取り組みの成功・失
敗のポイントの洗い出し・他地域の展開可能性について分析しケー
ススタディと等にまとめて次の取り組みにつなげていく。
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